　　　　　　　　　　
	申請
区分
	兼用できる書類

	法　　　　　　　人
	（１）月単位の売上が分かる帳簿の写し
※国へ提出する帳簿の写しのうち、平成３１年１月から３月、令和２年１月から
３月、令和３年１月から３月、令和４年１月から３月のものが兼用できます。


	
	（２）直近の事業年度分の法人税確定申告書別表１の写し
　　※県への申請には、複数年度分を提出していただく必要はありません。


	
	（３）振込先の通帳等の写し
※銀行名、支店名、口座およびカタカナの口座名義が印字されたものに限ります。
※振込先の口座は、申請した法人の口座に限ります。


	個　人　事　業　主
	（１）月単位の売上が分かる帳簿の写し
※国へ提出する帳簿の写しのうち、平成３１年１月から３月、令和２年１月から
３月、令和３年１月から３月、令和４年１月から３月のものが兼用できます。


	
	（２）令和３年分所得税確定申告書第１表の写し
※県への申請には、複数年分を提出していただく必要はありません。


	
	（３）本人確認書類の写し


	
	（４）振込先の通帳等の写し
※銀行名、支店名、口座およびカタカナの口座名義が印字されたものに限ります。
※振込先の口座は、申請した本人の口座に限ります。



【参考】


国の事業復活支援金の添付資料の兼用について


福井県中小企業者等事業継続支援金（令和４年１月～４月分）を申請する際に、国の事業復活支援金で提出する添付書類の一部を兼用できる場合がありますので、参考にしてください。

 

